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     ただいまご紹介いただきました土地情報課の米田でございます。よろしくどうぞお願

いいたします。本日は、土地白書についてお話をさせていただく予定でございます。  

  まず、この土地白書ですけれども、その構成について簡単にご紹介させていただきます。

お手元に「概要」というペーパーをお配りしていると思いますが、それを一つあけていた

だきますと、最初のページの裏側に、この年次報告などがどういう法律に基づいているか

ということが書いてあります。一口に土地白書と言っておりますけれども、二つの部分か

ら構成をされております。一つは土地の動向に関する年次報告という部分、もう一つは、

土地に関して講じようとする基本的な施策という部分であります。 

  この全体の構成は、毎年ほぼ同様のこのような構成になっております。以下、その内容

についてご説明させていただきます。まず最初に、今年の白書の三つのポイントというの

を申し上げたいと思います。まず第１は、土地神話というものが意識として完全に崩壊し

たということが裏づけられたということです。それがページ数でいきますと１ページ目か

ら２ページ目でございます。それから第２点目、これは企業の土地に対する態度が変わっ

たと。土地資産に対する態度が非常に変わったんだということ。さらに、変わった結果、

出てきた、非常に極端な言い方をいたしますと、供給側に立った企業の土地というものが、

どのような形に利用転換されてきているのかということを見たのが３ページ目から大体６

ページ目ぐらいまでであります。そのような中で、土地の流動化が社会的な要請になって

おりますが、その有力な手段として証券化が今注目されております。それについて一種の

特集を組んだというのが３点目のポイントになっておりまして、７ページから１２ページ

ぐらいまでそのような内容が続いています。１６ページ以下では色々なことを踏まえて、

特に大都市の土地利用が今どのように変化をしているのかという、政府の認識を示してい

るという構成でお考えいただくと、割合分かりやすいのではないかと思います。 

 それでは、概要の１ページをご覧いただきたいと思います。なお、参考資料と題しまし

たグラフを載せたものがございます。これは本文の中に載せたグラフで、今日あわせてご

説明するのが良いだろうという観点で集めましたものです。これも折に触れて参照させて



いただきます。 

 それでは、まず１ページ目でございますが、ここで見ましたのは、先ほど言いましたよ

うに、土地神話の崩壊を裏づける資料だということであります。図表の１－１でございま

すが、これはバブルが崩壊した後、ほぼ毎年同じような形で調査を行っているもので、全

国３,０００人に聞いたアンケートであります。そこにありますとおり、「土地は預貯金や

株式などに比べて有利な資産か」ということを聞いたものであります。結果を見ると「そ

う思う」と答え比率がほぼ年々下がってきています。平成６年度には６１．９％、約３分

の２の方が「そう思う」とお答えだったものが、平成１２年度では、大体今年の初めぐら

いでそれが３分の１に減ったということであります。それに比べて、「そうは思わない」と

答えられた方が、平成６年度が２１．９％に対して、平成１２年度では３８．８％という

ことで、年々増えて４０％近くまでなってきた。これを、「そう思う」と、「そうは思わな

い」という方を単純に比べますと、今回初めて、「そうは思わない」という方が、「そう思

う」という方を超えたというものであります。 

 次に、概要の２ページ目をご覧いただきますと、企業に聞いたアンケートの結果を紹介

しています。ここでは聞き方が先ほどのアンケートとは、ちょっと変わっております。「今

後、借地・賃借が有利になるか、それとも、今後所有が有利になるか」ということで、借

りる方が得か、買った方が得かという聞き方であります。平成５年には、借りる方が得と

いう方は３割未満でしたが、平成１２年度になりますと４５．８％になっています。それ

に比べまして買った方が得という方が、平成５年度には、３分の２いましたが、１２年度

では４０％を切ったということで、ここも初めて逆転現象が見られたということでござい

ました。 

 今度は、先ほど約４０％の方がいらっしゃいましたが、所有の方が有利と答えた企業に、

どうして所有が有利と考えたのかということを複数回答で尋ね得たものが図表の１－３で

す。これは見方がいろいろあると思いますけれども、「土地は他の金融資産に比べて有利で

ある」という項目が平成６年度以降、ほぼ一貫して下がってきているということで、他の

金融資産などと比べて有利性が低下していることがはっきりしだしたということがあるか

と思います。 

 そこで、今度は参考資料の１ページの図表１－１－２をご覧いただきたいと思います。

これは先ほどの個人に聞いたアンケートでございますけれども、「土地が有利な資産であ

る」とお答えになった方に、どうしてそのように考えたのかを聞いたものであります。色々

ありますけれども、一番大きなものとしては「土地は物理的に滅失しない」と、お答えの

方のウエイトが高くなっているわけですけれども、右から二つ目のところに、「土地を保有

していると、融資を受ける際有利」という項目があります。これが一貫して減っていると

いうことでありまして、これは後ほど出てまいりますが、いわば土地を担保にした金融の

ウエイトがずっと下がってきていることを反映しているのではないかと見ております。 

 もう一つ特徴的なことは、「地価上昇による値上がりが大いに期待できる」という項目が



かなり落ちついた動きだったのですけれども、平成１２年度に限っては、４ポイントほど

増加したというところでございます。これは、本文には書き切れなかったわけですけれど

も、１年度だけで上がったということを、どのようにに見るのかということについて、大

いに議論が出たところでございまして、ご承知のとおり、東京の一部を中心にある部分で

は地価が反転しだした地域が出てきたというようなところをつかまえて、地価上昇が見込

めるのではないかという感じを与えたのではないかといったこととか、そろそろ底だとい

うような認識が一般個人レベルでも出てきたのではないかというような見方もできるので

はないかということが議論されたということでございます。何しろ１年度だけの結果でご

ざいますので、もう少し見守りたいというのが本音でございます。来年度の調査では、こ

のあたりを少し注目したいと思っております。 

 次に、参考資料の２ページ目の図表１－２－２をご覧いただきたいと思います。今後、

借地・賃借が有利と考える理由を企業の方にお聞きをしたものでございますけれども、こ

の中で、「初期投資が所有に比べて少なくて済む」や、「コスト面を考えると賃借の方が有

利」は、まさに借りる方が有利か買った方が有利かを比較した選択肢でありますけれども、

こういうコストを重視した結果の答えがかなり大きいという点が注目されるのではないか

と見ております。 

 続きまして、二つ目の大きな今年の白書のテーマになっています、企業からの土地供給

という点を見たいと思います。もとに戻っていただきまして、概要の３ページの方をご覧

いただきたいと思います。まず、現在、保有不動産に対する見直しが、どれぐらいの企業

で行われているのかということをアンケートで聞いたものが図表の１－４であります。こ

れをご覧いただきますと、「現在、見直しを行っている」という回答の方が３分の１ありま

す。その次が「これから見直しの必要性を検討したい」が２０％弱、さらにその次が「実

施済み」という方で、これが２０．６％ということでございまして、４分の３の企業で土

地に対する見直しをこれからやる、あるいは既にやっているという答えであったというこ

とであります。そこで、参考の２ページの図表１－２－４というところをご覧いただきた

いのです。これは私どもがやっております法人土地基本調査という５年に１回の調査の結

果を挙げたものであります。平成５年と平成１０年で、未利用地がどのくらい変化したの

かというのを見たものであります。全体でご覧いただきますと、５万６千ヘクタールあっ

た未利用地が４万５千ヘクタールに減ったということでありまして、特製造業、卸小売業

などを見ますと、かなり未利用地が減ったということがお分かりいただけるのではないか

と思います。ちなみに、個人に対しても同じような調査をやっておりますけれども、個人

については、平成５年と平成１０年で見ますと、未利用地が若干平成１０年の方で増えて

いるという結果になっておりまして、やはり企業が先に土地資産の見直しに動いたという

ことを反映しているのではないかというふうに見ています。先ほど、概要の３ページで、

「見直しは実施済みである」という企業が２０．６％ございましたけれども、そのような

企業による未利用地の処分といったことが、未利用地の面積の減少に結びついているので



はないかと思います。 

 それで、３ページの図表の１－５をご覧いただきます。今度は見直しを行う、特に処分

を行うといったときに、どのような土地から先に処分をするかという問いに対してお答え

をいただいたものです。最も多いのが福利厚生施設で３１．６％、続いて資材置場、駐車

場、賃貸用不動産といった順になっているということでありまして、いずれも本業とは直

接関係のない資産をまず処分の対象としてお考えなのだなということが見てとれます。 

 また、参考資料の４ページの方をご覧いただきたいと思います。４ページの図表１－３

－１０でありますが、今、福利厚生施設を真っ先に処分の対象ということでありましたけ

れども、では法人の福利厚生施設の用に供している土地はどれぐらいあるのかというのを、

平成５年度、平成１０年度の土地基本調査で見たものであります。全体では、平成５年で

は２万８千ヘクタールあったものが、平成１０年では既に減っておりまして、２万４千ヘ

クタールぐらいになっている。特にやはり、社宅等の用に供しているところがかなりある

わけですが、そのほかにグラウンドなどもかなり減っているという結果になっているとい

うことで、もう既に見直された結果がこの辺にも反映をしているのではないかということ

であります。 

 それから、１ページお戻りいただきまして、参考資料の３ページの上の方のグラフをご

覧いただきますと、今まで未利用であった土地を、今後どうするかということを聞いた質

問に対する答えでございます。「売却する」が平成１０年度から比べますと、年々かなり増

えている。それに対して「当面そのまま」というのが若干平成１０年度、１１年度は同じ

くらいのレベルですけれども、１２年度では１０％くらい下がっている。それから、「利用

計画の見直し」も年々下がっている。「利用計画に従い利用する」という方も年々下がって

いるという結果が見てとれまして、一言でいうと、これまでは、もう少し待っていれば何

とかなるのではないかというような企業も、いよいよすぐにでも売りたいという形に、切

迫度がかなり変わってきたのではないかということが見てとれます。 

 それから、次の図表１－３－６をご覧いただきますと、今度は見直しの切迫度を決める

動機・要因ですけれども、一番大きいのは「資産の効率性を高める」ということでありま

す。現在、時価会計制度等の導入が一方で言われている中で、やはり資産の効率性に対す

る意識がかなり高まっているということであります。注目されますのは、「キャッシュフロ

ーの改善」、さらに「有利子負債の削減・圧縮のため」というのが３０％前後あるというこ

とで、このあたりが切迫度を高める要因としてはかなり大きいのではないかと思われます。

さらに、「事業の再編・効率化のために必要のない不動産がある」ということ、いわゆるリ

ストラというものが事業の組み替えということだとすれば、そのようなものを反映したお

答えもかなり多いな結果が出てきたということであります。 

 さらに、図表１－３－７をご覧いただきますと、見直しを完了するまでの期間について

聞いております。現在見直しを行っているという企業では、１年以内にその見直しを完了

する、さらに２年以内というのを合わせると５０％を超える企業が見直しを完了するとい



うことで、これは以前に同じような調査がないので比較はできませんけれども、見直しに

要する期間がかなり短くなっているのではないかと思います。先の話ということではなく

て、今、直ちに行動を起こすということをお考えの企業は非常に多いのではないかという

ことが結果として見てとれると思います。そのようなところが、図表１－２－６にも反映

しているのではないかと思います。 

 次に、概要の４ページをご覧いただきたいと思います。ここからは、ストーリーとして

は、企業の土地の見直しに従って既に出てきた土地が、どのような土地に変わったのかと

いうのを見ようということであります。まず最初に、オフィスに変わったというのはどれ

ぐらいあるのだろうかということでありますが、ここでは、東京都の区部で平成２年以後

に竣工した、さらに今後５年程度の間に供給が予定されている大規模なオフィスの底地を

調査した結果を載せております。もとがオフィスだったところが２０％ございますけれど

も、低・未利用地が１４．２％、さらに工場が１１％、鉄道施設用地、これは多分ＪＲが

非常に大きいと思いますが、９％ぐらいあります。それから、倉庫・配送センター７．７％、

店舗が５．３％ということで、多分企業から出てきたのではないかと思われるような用地

からオフィスビルに転換したものがかなり見てとれるというわけです。 

 それから、次に５ページ目にいきまして、今度は住宅に変わったものがどれぐらいある

のだろうかということでありますが、その住宅の中でも、都心のマンションに限って調べ

てみたものです。人口の都心回帰については、もう皆さんよくご承知のとおりですので、

特に付け加える点はないのですけれども、ちょっと参考までに申し上げておきますと、参

考資料の１ページ目に、図表１－１－３に持ち家志向か借家志向かを毎年調査をしている

ものがあります。毎年、持ち家志向が少しずつ減っておりまして、今年の調査で初めて８

割を切っているのですけれども、そういうことでご覧をいただければいいということです。

さらに、２ページ目の上のグラフが、望ましい住宅形態は戸建てかマンションかというこ

ともずって見てきておりまして、これも戸建ての割合がだんだん減っている。それに比べ

てマンションとお答えになった方がかなり増えてきているところが見てとれますけれども、

その辺をいろいろ反映をしているということもあろうかと思います。 

 それから、これも参考までに申し上げますが、参考資料の５ページ目をご覧いただきま

すと、図表１－４－１２として、年齢層と住み替え前の居住地域というグラフがあります。

これは、今申し上げましたように、都心のマンションに入られた方に対するアンケートの

結果であります。これをどのように解釈するかというのは非常に難しいと思いますけれど

も、私どもでも若干議論が出ましたのは、６０歳から６４歳、それから６５歳以上といっ

て年齢層で、どの地域からの住み替えウエイトが多くなっているかというところでありま

す。そういたしますと、６０歳から６４歳では、「東京都周辺３県から」が７．７％。それ

から、「その他」というのが１２．９％ある。さらに６５歳以上のところを見ますと、やは

り「その他」、「東京都周辺３県」、さらに「東京都市部から」というのが１２．３％という

ことになっており、意外なのは近くからというよりも、郊外部からお年を召された方、世



帯主ベースでお考えいただいて良いと思うのですが、都心部のマンションに入ってこられ

ているケースというのがかなりあるということです。これは多分、マンションの形態にも

よると思いますけれども、いろいろな雑誌等で紹介されておりますように、高齢になって

からの都心回帰というような動きがここでも若干裏づけられたのではないかというような

声もございました。ただし、今言いましたことは、あまり本文の方に書いていないのです

が、これはあくまで都心のマンションの一部だけですので、反証になるような郊外のマン

ションがどうなっているかというのがよく分からないので、少しそれを皆さんで反証なさ

っていただければその辺が裏づけられるのではないかなと思います。 

 少し寄り道をいたしましたけれども、いずれにしましても、都心でマンション供給は非

常に多いということでありますが、戻っていただきまして、概要の５ページの図表１－８

をご覧いただきたいと思います。、マンション建設地の従前用途というものであります。こ

れは東京の都心の８区で最近５年間に供給された分譲のマンションの底地が建設前にどう

であったかというのを、住宅地図で一棟、一棟追ってみたものであります。これを見てみ

ますと、駐車場、空き地、資材置場、いわば低・未利用地だと思われるようなところが約

４割ある。このうちかなり駐車場は多いのですけれども、きっとかなり不整形地ですとか、

その前の用途を一旦つぶして暫定的に駐車場であったようなところ、多分１年、２年ぐら

い駐車場であった、そのようなところもかなりこの中には入っているのではないかと思い

ます。多分、かなりというよりは太宗がそのようなものではないかと見ております。さら

に、オフィスが約１割、さらに商業地であったようなところが９．１％あります。社宅・

寮、先ほど企業が処分を考える不動産として福利厚生施設というのが大分ありましたけれ

ども、それが３．１％、さらに工場が３．０％ということになっているということです。

それで、参考資料の４ページの図表１－４－５をあわせてご覧いただきたいと思います。

これは同じ調査を区ごとにそれぞれ分類したグラフでございます。これで詳しくご覧いた

だきますと、駐車場のウエイトが非常に高いのは中央区です。４６．３％あります。さら

に中央区では、オフィスからの転換というのが約２０％あります。 

 さらに千代田区をご覧いただきますと、オフィスからの転換が２９．４％と非常に高い

割合であります。ただし、千代田区の場合は、附置義務ということで、住宅を設置しない

といけないという条例がありますので、その影響がかなりある可能性があるなという感じ

を持っておりますけれども、いずれにしてもかなり高い割合であります。 

 それから、港区をご覧いただきますと、今度は空き地が１７．６％ということで、かな

り高い。さらに駐車場も３1.８％という、いわゆる都心３区というところは、この低・未

利用地のうち駐車場のウエイトが非常に高いということがご覧いただけるのではないかと

思います。 

 それに対しまして、台東区をご覧いただきますと、商業地が２５．２％あるというのが

非常に大きな特徴かと思います。文京区も１２．９％ということで、この辺が非常に多い。

やはり、各地域の状況を反映しているのではないかという感じがします。意外に社宅・寮



が少ないなという感じをお持ちかもしれませんけれども、きっと社宅・寮の所在地が都心

８区というよりも、むしろもう少し外側のところにあるというのが要因だろうと思われま

す。どちらにしましても、従来、個人の住宅の転換によりマンションになるというのがか

なり多かったと思われますけれども、それがオフィス、商業地等々、さらに低・未利用地

といった企業から出たと思われる土地が非常に多いというのがここから得られる答えであ

ります。 

 概要に戻っていただきまして６ページをご覧いただきますと、同じマンション敷地を、

今度は所有者ベースで見るために登記簿であたってみた結果が図表の１－９であります。

マンションの土地といっても、いろいろ筆がありますので、一概に言えないのですけれど

も、法人のみから出ているものが５０％を超えておりまして、かなり高い割合ではないか

なと思われます。以上のことをまとめますと、企業から放出された土地が、都心ではかな

りマンションという形に移っているし、一部は再開発等で出てきた新しいオフィスの用地

にもなっているというようなことがわかったというものであります。 

 そこで、次に不動産証券化のトピックに移りたいと思います。まず、証券化の意義とし

て、金融の面から見た意義を書いているわけであります。最初の方のところで、土地所有

の有利性といった場合に、土地を担保にして金融を受けられること考える方がとんどん減

っているということを申し上げましたけれども、やはり従来のような土地を担保にした間

接金融という形が非常に難しくなっています。それは多分土地の資産としてのリスク、土

地の価格下落リスクが非常に強く意識をされたということが一番大きいと思いますけれど

も、そのようなことで、これからは直接金融という形が求められているということであり

ます。アメリカと日本の個人の金融資産の構成の比較を書いてあるわけですけれども、個

人の資産配分に変化をもたらす一助に不動産の証券化がなるのではないかという点を最初

に指摘をしているわけです。 

次に８ページをご覧いただきたいと思います。「２．所有者からみた証券化」、それから「３．

投資家からみた証券化」というのは、いわば経済という大きな面からの証券化の意義を最

初に見ましたので、ここでそれぞれ証券化に関わる不動産の出し手、それから受け取り手

という、それぞれにとってもメリットがあるのですよということを若干整理をしたもので

あります。 

さらに９ページ目をご覧いただきますと、これはご承知のとおり、証券化のための二つの

スキームを示したものでございます。ご承知のとおり、これまでは流動化型のスキームで

かなりのものが進んできたが、これから下の運用型のスキームが本格化する時代になった

ということが言えると思います。 

 続いて１０ページ目をご覧いただきたい思います。「５．不動産の流動化の現状」という

ところがあると思います。一番最初に白書の性格として毎年同じようなデータが出てくる

ところが多いと申し上げましたけれども、ここでありますように、時々新しいデータも出

てまいります。多分、この図表の１－１２、１－１３というところは、我が国で初めて出



てきたデータではないかと思います。これによりますと、これは流動化した不動産の資産

額ベースで見たものでありますけれども、ここ数年、非常に流動化が進んできているとい

うことが言えるわけです。資産額ベースの累計ですので、例えば同じ不動産が２回証券化

で動きますと、これはダブルカウントになってしまいますけれども、多分それ程はないだ

ろうと思います。そこで、累計で見ますと、３兆３千億円ということになっています。注

意を要しますのは、３兆３千億円のうち３千億円程度が、実はこれから出てくるであろう

と言われている、運用型の証券化のための前段階としての流動化、いわばファンド用にと

りあえず流動化させたものだというようなことが私どもの調査では分かっております。そ

ういう意味で、それがまたファンドになって立ち上がってきますと、調査のやり方にもよ

りますけれども、もう一度それをカウントするということになるとダブルカウントになる

可能性があるいうことです。 

 そこで次に、この３兆３千億円の中身、すなわちどのような不動産が流動化していった

のかというのが図表１－１３のグラフであります。これをご覧いただきますと、まず平成

９年度では８割がオフィスであります。ご承知のとおり、オフィスは、もともと賃貸目的

でありまして、所有と利用が分離された形になっているため、比較的流動化されやすいと

言われております。注目すべきは、年々このオフィスのウエイトが下がってきておりまし

て、平成１２年度では４割を切っている。全体がかなり伸びておりますので、全体額では

オフィスも伸びているのですけれども、それ以上に商業施設等のウエイトが高まってきて

いるということであります。この中には、工場、倉庫、ホテルもかなり入ってきていまし

て、そのうちのかなりのものがリースバックという手法を使っており、かなり証券化の手

法が一般化しつつある。当初のころは、ノウハウとしてもなかなか確立されていなかった

のではないかと思われますし、出し手の企業にとってもなかなかなじみが少なかったとこ

ろが、リースバックなど様々な手法が開発され、さらにそれが色々なところで使われると

いうことを反映した数字ではないかと思われます。 

そこで、今後の不動産の証券化の課題を概要の１２ページに書いてございます。特に、今

後は資産運用型のスキームのものが出てくるということで、それへの対応が非常に重要だ

ろうということを書かせていただいております。特に運用型スキームになりますと、これ

までの機関投資家が主流であったもの、ほとんど機関投資家の方の投資だったと思います

けれども、運用型になりますと、要は小口の資金というものを予定しているということで、

個人、しかも大衆の投資家への対応が非常に重要だということで、（２）に書いてあります

課題にもそのような観点が非常に強く出ていまる部分であります。 

それから、②のところで、「ア 賃貸借契約の合理化」ということが書いてありますけれど

も、ここで特に定期借家制度の普及といった課題を書いているわけであります。特に証券

化をいたします投資家の投資判断におきまして、リスクの軽減というのが非常に重要にな

ってくるといった観点から、借家契約そのものが安定的なものになるということは非常に

重要だろうということでありまして、昨年から始まりました定期借家制度の普及が非常に



重要だという認識を示しているわけです。残念ながら、定期借家制度導入のときの議論が

比較的住宅の方に偏っていたということがありまして、なかなか普及していないというこ

とがあります。私どもは、住宅というよりも、むしろ業務系のオフィスの方が、定期借家

制度になじみやすいのではないかと思っております。私どもも必要性を訴えていきたいと

思っているところであります。 

 続きまして、１３ページですけれども、先ほどの証券化に関連をした課題という意味で、

不動産情報の整備・提供などについて書かせていただいている部分です。不動産投資イン

デックスについては、皆さんよくご承知のことだろうと思いますが、若干関係する情報を

お知らせしたいと思います。参考資料の５ページをご覧いただきたいと思います。これは

私どもが、今年の春先に行いましたアンケート調査でありまして、お答えいただきました

のは、主に機関投資家で運用を担当されている方であります。そのほか、不動産会社、証

券会社の方にもお答えをいただいたものであります。そういう意味でいいますと、インデ

ックスが必要であるとお答えいただいた方が７割あるいうことでありまして、６ページを

ご覧いただきますと、ではどういう局面で使うのかということでありますけれども、これ

もある意味で想定どおりでございまして、「不動産投資に全体的な市況を把握」がトップ、

それから、「自分の運用のリスク・リターン分析、パフォーマンス分析」とが２番目、それ

から、「他の金融商品との収益性の比較」、いわば、投資をどの分野に行うかということに

関するもの、それから自分の投資実績ということに関するところ、そのようないわばベン

チマークとして使うというようなお答えが得られたところであります。そういった意味で、

現在でも、既に数社で不動産投資インデックスが作られておりますけれども、もう少し安

定的かつベンチマークとして使われるようなものがやはり欲しいということではないかと

思います。このようなアンケート調査をもとにしまして、１３ページに書かれているとい

うことでございまして、ご承知のとおり、アメリカ、イギリスといった諸外国でも、この

インデックスが作成されているということであります。本文では、最近できましたオラン

ダとかドイツ、フランスといった例も若干整理をさせていただいております。注目すべき

ポイントは、多分二つぐらいあろうかと思います。アメリカ、イギリスがインデックスで

は非常に先駆的なところだと思いますが、いずれも作成開始時期が、まだせいぜい１５年

から２０年ぐらい前だということが第１点であります。いずれも、投資が本格化しだした

時期にインデックスというのもでき始めているということだろうと思います。 

 それから第２点目の注目すべき点というのは、作成機関でありまして、アメリカでいい

ますと、いわゆるＮＣＲＥＩＦ、不動産投資運用業者協議会というところ、イギリスでい

いますと、ＩＰＤという一種の情報関連会社というところでありまして、両方とも政府機

関が直接やっているというものではないということであります。かつ、不動産を扱ってい

る会社そのものがやっているわけでもないというところが、日本にも非常に示唆を与える

のではないかと思われます。そういう意味で、「不動産投資インデックスは、諸外国と同様、

基本的には民間により整備・提供されるものであるが、ガイドライン作成等を通じて民間



と行政が協力し、早期にその整備を図っていくことが必要である」と書いてあるのは、そ

の辺の事情を反映したものであります。ちなみに申し上げますと、ガイドラインの作成と

いうものは、この前、緊急経済対策が取りまとめられましたけれども、その中で、「平成１

４年中にガイドラインを作成する」という一文が入っています。ガイドラインの作成のた

めに私どもも入りまして、民間の方、それから有識者の方にお集まりいただいた検討会を

催すことになっておりまして、６月２８日に第１回検討会を行っております。政府が何を

行うのかという点については、なかなか難しい問題があると思いますけれども、とにかく

市場全体として、それから特に証券化を行う上で、このインデックスが有用だという認識

は非常にあるというところを踏まえて、早くそれを出すためにどのような手だてが考えら

れるのかというところをこれから詰めていく必要があるのではないかと思っています。 

 続きまして、概要の１４ページをご覧いただきますと、今度は不動産鑑定評価の問題を

書かせていただいております。毎年ずっと言われておりますので、私から特に申し上げる

点はございませんけれども、白書が政府の認識を書いたものであるという点で見ますと、

「このような評価を的確に行うためには、従来の更地の評価を中心とした鑑定評価では対

応が困難になってきており」というところが、多分新しい点ではないかなと思います。こ

れから特に投資目的の不動産のための鑑定を行う際には、土地単体ではなく、土地建物一

体の複合不動産で鑑定を行っていくことが絶対に必要だという認識を示したということで

あります。というと、すぐに収益還元法ということになるわけですが、もう一つ、政府の

認識として言っておりますのは、収益還元法といっても非常に難しい問題があるというこ

とです。一つ目のポイントは収益を目的としていない持ち家などについては、収益還元法

を直接適用するのは難しいということでアメリカでもなかなか行われていないということ

です。二つ目のポイントは、収益還元法の適用にあたっては、これまで以上にいろいろな

情報を入れないと、単に鑑定をする人の主観だけで決まることになってしまい、より一層

不確実な結果が出てきてしまうということを強調しているところです。そういう意味でも、

取引価格、賃料といったような情報が幅広く得られることが非常に重要だということであ

ります。 

 それから、概要の１５ページは、定期借地権制度や定期借家制度の現状がどうなってい

るかということを見たものでございます。注目すべきは、定期借家制度の方ですけれども、

下の方のグラフでありますように、これを一般国民の方に聞いたときに、知っていると言

った方が２０％程度だということでございまして、これからもっと力を入れる必要がある

と私どもは思っているところです。先ほども言いましたように、やはりまずオフィスにつ

いて定期借家制度を導入する方が、効果があるのではないかと私個人は思っております。 

 続きまして、概要の１６ページをご覧いただきたいと思います。「１．都市再生への動き」

の（１）、（２）のところですけれども、今まで今年の白書の特徴として、特に企業の土地

放出というような点をいろいろ取り上げましたけれども、それは現実の大都市の土地利用

で、どのような変化が出てきたかということを書いているパラグラフであります。まず一



つ目が、大都市における土地利用の構造的な変化ということで、「構造的」という言葉を入

れているということで、その辺を少しお酌み取りをいただきたいという思いで入れた文言

であります。どういうことかといいますと、主にバブル期までは、日本の大都市の中心部

は、基本的には業務機能が集中していた反面、住宅はどんどん郊外に出て行ったという動

きが見られた。したがって、市街地の外延化という方向に進んだということですれけれど

も、バブル崩壊後、それが変わったのではないかと言っているのがそれ以下のパラグラフ

なのです。それはどういうところに見られるかということですが、一つは産業構造の転換

等に伴う工場跡地等の低・未利用地という問題であります。大きな工場跡地は臨海部です

けれども、実は、それほど大きくない、町工場に近いようなものは、意外に都心部周辺に

もあったのですけれども、これもかなり空いているのだろうと思います。そういう意味で、

良いにつけ、悪いにつけ、そのような動きが見られるようになっています。 

 それから、二つ目が企業の土地所有の絞り込みという動き、戦後バブル期まではほとん

どずっと一貫して、企業は土地の買い手でございましたけれども、バブル崩壊後、企業は

土地の売り手の方に変わったということであります。これは日本全国でトータルした数字

で見てということですけれども、当然のことながら、企業が持っている土地は都市部に集

中しているわけです。どういうことかというと、これまで都心、それから都市が外延化し

ておりましたので、その外延化する部分を企業が買っていた。ところが、今度は、都心部

を中心にして企業が土地をどんどん手放しているということで、需給構造がかなり変わっ

ているという認識を示したものであります。こうした中で、都心でも一部がオフィスから

マンション用地等に変わっているというのは、前の方で見たとおりであります。そのよう

なことをあわせて都市再生の必要性ということを（２）の最初のところでもう一度言って

いるわけであります。では今後、どのような方向になった方がいいのかというところが、

（２）の①から③に書いてあります。一つは、再開発等を通じた複合的なビジネス拠点の

開発が、特に大都市の再生という意味では必要であるということです。 

 それから、二つ目は、都心居住を実現する住宅ということで、今後は住宅地の外延化で

はなくて、もう一度都心への回帰の動きをさらに推し進めるということが重要だというこ

とです。 

 ３点目が、これまでずっと不足していると言われていた道路とか公園といった公共空間

の確保が重要だということであります。実際の記述では、実例を紹介した部分になってお

りまして、一つ目が都市拠点の整備ということであります。図表１－１８では、最近の都

市拠点を書いているわけですが、ポイントとしましては、従来のように事務所、オフィス

だけではなく、商店、それから住宅がほとんどの場合に入っているということ、それから、

従前の用途として、工場や鉄道施設などがかなり見られるということの２点が注目すべき

点ではないかと思います。 

概要の１７ページの図表１－１９をご覧いただきますと、拠点整備が行われた周辺の地価

の状況がグラフで示してありますが、周辺の地価にも大きな影響が出ているわけでありま



す。 

それから、「②低・未利用地の整形・集約化」がありますけれども、これからは、やはり土

地一つ一つが使いやすい土地になるということが非常に重要だということで、都市公団等

のやっている事業の活用や、地籍の明確化といったことが重要だということが書いてあり

ます。 

 次に１８ページをご覧いただきます。実は、本文には、最近、道路整備等にかかわる経

費のうち、用地費のウエイトがどんどん下がっているということを東京都の事例をもとに

示しています。これは当たり前ですけれども、一つは地価が下がったということで、用地

費にかかるコストが大幅に軽減できるということであります。それともう一つは、企業か

らも土地が出始めたということで、従来のように需給がタイトでなくなっており、用地買

収の可能性が広がったということですので、ある意味では、道路・公園等の都市基盤整備

の好機であるという認識を示したかったわけであります。特に、阪神・淡路大震災以後、

防災公園の整備については、非常に言われておりますので、その辺のご紹介をしていると

いうことであります。私どもとしては、今まで不足していると言われながら、整備に手の

回らなかった公共空間を、これを機に整備する必要があるという認識を示しております。 

 続きまして、概要の１９ページをご覧いただきますと、今度は主に地方都市で、一番大

きな問題になっている中心市街地の活性化の問題について、事例紹介の形で取り上げた部

分であります。ここでは、名古屋市の大須商店街の事例と、長浜市の事例をそれぞれ取り

上げておりますけれども、両者に共通するのが、一旦地価の下落や、空室率の上昇、空き

店舗の増加が見られた地域でありますけれども、それを新たな事業展開に結びつけていく

ことで、中心市街地活性化がある程度図られたという点であります。どういうことを実際

にやっているかということですけれども、大須商店街では、若者に空き店舗を紹介をする

といったことをみんなでやったということであります。よく、商店街を続けておられても、

ご高齢になられたり、採算性が取れないということで、商店、シャッターを閉めてしまう

事例が非常に多いわけです。ところが、特に高齢化を理由にした商店の閉鎖という場合に

は、その後なかなかシャッターが開けられない。なぜかというと、特段、そこで稼ぐ必要

がないといったこととか、誰かに貸してしまうとそのまま第三者にずっと貸しっぱなしに

なって、子供が戻ってきたときに引き継げないといったお気持ちのある商店主の方がかな

りいるということがありまして、かなり閉めたままになっている。店を開けたところと閉

めたところがバラバラな状態で、人手もまばらになってくると、こういう悪循環を避ける

ために、商店街の振興している連盟の方で、全く新しい人、ある意味で起業家に貸してや

ってほしいというようなことをかけ合ったということを聞いています。その結果、どうい

うことが行われたかというと、新しい方が来ますので、当然売れ筋のもの、売れるような

業態がやはりいっぱい入ってくるわけです。そういうことで、かなり業態の変化というの

が大須の商店街では行われている。若い人向けの古着屋やパソコンショップなどがかなり

入ってきているというようなことが起こっています。 



 それから、長浜市の方ですけれども、ここでは空き店舗に第三セクターが自分で借りた

り、斡旋をして入れたのですけれども、ここは若干ユニークでして、そういうところに入

ってくる人を審査をしているのです。先ほどの大須商店街が、かなり自由に若い人に任せ

てしまおうというところだとすると、長浜の方は、むしろ一つのコンセプトにあったよう

な商店を誘致し、逆にそのコンセプトに合っていないものは、基本的に排除したと聞いて

おります。ここのコンセプトは黒壁という若干古いイメージ、それにガラス細工という全

く新しいものを組み合わせたところにあります。例えば和菓子屋さんなど、コンセプトに

合ったものを積極的に入れているということです。それがその地域全体として一つのコン

セプトになって観光客もかなり来ているということだろうと思います。いずれも、私ども

が言いたかったことは、従来からそこでやっていた人だけで生まれ変わったのではなくて、

新しい血を入れているという点がここでの教訓かなと考えて事例として入れさせていただ

いた資料です。ちょっと長くなって恐縮です。 

 次に、概要の２０ページをご覧いただきますと、ここでは湯布院を例として取り上げて

います。ここは、直接的な形ではなくて、いわば周辺の土地利用というのを、いかに美し

い町にするか、自分たちの町のコンセプトにあった景観にするかという観点で、リゾート

マンション等の開発を規制をしたというものです。今、一方で規制緩和ということもあり

ますけれども、他方では、規制をするということで自分たちの町の付加価値を高めるとい

う、アプローチもあるのではないかと考えられます。それは、それぞれの地域ごとに選び

とっていく課題であるし、決め方ではないかなと思いますけれども、このような地域もあ

るということをご紹介させていただいた次第です。 

以上が大体年々のトピックスを紹介する分野でございまして、２１ページ以下では、毎年

毎年同じような形式で、新しいデータを付け加えていくという部分がありますということ

を紹介しているものでございますので、また、資料をご覧いただければいいと思います。 

最後にもう１点だけ本文の方のセールスも兼ねまして、概要に書いていないことで本文に

は書いていることをご紹介させていただきたいと思います。概要の４ページ目のところで、

ここではオフィスビルに関しまして、新しくできたオフィスビルのもともと底地が何だっ

たかということだけしか書いていないような感じなのですけれども、実は本文の方では、

本社オフィスの移転をされた、最近本社オフィスを移転された事例というのを、いわば悉

皆調査をしております。東京圏、関西圏に本社がある資本金１億円以上の企業で、これが

全部で７,１２９社あるのですけれども、そのうち、平成７年から平成１２年にかけて本社

を移転されたところが１,６４０社あります。大体２３％ということで、意外に多いなとい

う感じがしますけれども、それを実は調べてみたところがありますが、またこれは本文を

ご覧いただきたいと思いますが、ポイントだけ申し上げますと、地域別に見ますと、千代

田、中央、港の都心３区から、その周辺の３区、新宿、渋谷、品川といったところに移っ

た企業が若干多いという傾向が見られます。それからもう一つは、この都心３区と周辺３

区に本社を移転された企業が６７６社ありますけれども、そのうちで色々分散されていて、



このビルが本社であると特定できないようなところもありますので、そういうところを除

いて確認できたのが４１５社なのですが、各々どういうビルに変わられたかということを

調べたところがあります。これも簡単にいうと、これも色々なところで紹介されていると

おり、より大きく、より新しいビルに変わる傾向があるということが分かっております。

ただ、面白いのは、周辺の３区から都心の３区に移られた企業もそこそこあるのですけれ

ども、そのような企業では、より新しいビルというよりも、より古いビルに変わられた企

業の方が少し多いという結果が出ておりますといったことを紹介している部分もあります

ので、ご興味のある方は本文の方をご覧いただきたいと思います。 

 非常に長くなって恐縮でございましたけれども、この辺で終わらせていただきたいと思

います。ご清聴どうもありがとうございました。 

                ◆第７３回講演会  ２００１年７月４日  於：東海大

学校友会館 

 

 


